
先進事例等の全国展開や見える化の推進・充実の取組
＜地方行財政＞

平成31年３月22日
総務省

資料４



③ICTやAI等を活用した標準的かつ効率的な業務プロセ
スを構築し、業務手法の標準化・コスト縮減を進める
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１．新経済・財政再生計画 改革工程表2018の記載 及び 前回示された課題

＜第24回経済・財政一体改革推進委員会にて提示された課題＞

＜新経済・財政再生計画改革工程表2018の記載＞

○ いずれの施策も2019年度より創設・実施のため、モデル事業を実施する中で、全国展開に向けた課題を把握
○ 各行政分野で標準化を進めるためには、各府省との連携が不可欠
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地方自治体における業務プロセス・システムの標準化及びＡＩ・ロボティクスの活用に関する研究会

【目的】

今後の労働力の供給制約の中、地方自治体が住民生活に不可欠な行政サービスを提供し続けるためには、職員が、職員でな
ければできない業務に注力できるような環境を作る必要がある。そこで、標記研究会では、(1)地方自治体における業務プロセス・
システムの標準化及び(2)地方自治体におけるＡＩ・ロボティクスの活用について実務上の課題の整理を行う。

【検討事項】

① 業務プロセス・システムの標準化

・業務プロセス、システム、様式・帳票をどのように標準化するかの方策を検討

② ＡＩ・ロボティクスの活用

・ＡＩ・ロボティクスをどのような事務・分野に導入することが有効か。
・ＡＩ・ロボティクスを効果的・効率的に導入するための方策 を検討

【委員】

國領 二郎 慶應義塾大学総合政策学部教授

（座長） 慶應義塾常任理事

石井 夏生利 筑波大学図書館情報メディア系准教授

磯部 哲 慶應義塾大学大学院法務研究科教授

岩﨑 尚子 早稲田大学電子政府・自治体研究所

研究院教授

楠 正憲 内閣官房政府CIO補佐官

庄司 昌彦 国際大学グローバル・コミュニケーション・

センター准教授

髙橋 晃 町田市政策経営部経営改革室課長

長峯 道宏 千葉市総務局情報経営部

業務改革推進課長

廣瀬 大三 豊橋市総務部情報企画課長

山本 勲 慶應義塾大学商学部教授

渡邉 繁樹 地方公共団体情報システム機構

個人番号センター副センター長

【開催時期】

平成30年９月～平成31年春頃（予定）（月１～２回程度）
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ＡＩ・ロボティクスを含めたＩＣＴの活用の進め方

 人口が一定規模以上の自治体を中心に導入

 導入団体の大部分は、実証実験段階で無償の導入。実装段階では価格面の課題

 安価に導入できるよう共同利用できる環境を整備

 自治体は、他団体の導入
事例を参考に導入

 国は、全国の導入事例を
周知

 数値予測やニーズ予測など、AI技術の活
用可能性があるにも関わらず、現在、開発
・導入が進んでいないものについては、
自治体と企業、各府省が検討

 各行政分野において、
複数のベンダが全国的なサービスとしてＡＩ・ロボティクス等のアプリケーションを提供

※ 製品価格を安価に保つため、複数社による競争環境を確保

現
状

今
後
の
取
組

実
現
す
べ
き
姿

自治体が取り組みやすい部分

＜直ちに導入可能＞

住民・企業等にとって利便性が向上する部分
や自治体行政の課題を抱える部分

＜直ちに導入が難しいもの＞
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人材面の方策

・ＣＩＯ・ＣＩＯス
タッフの強化

・幹部職員・一
般職員のリテ
ラシー向上

・地域情報化
アドバイザー
の活用促進

平成31年3月5日 第9回研究会
事務局提出資料（加工）



業務プロセス・システムの標準化の進め方

 自治体がシステムを独自にカスタマイズする傾向 →住民・企業や自治体の負担に

 各府省と連携しつつ、
自治体・ベンダを含む関係者がコミットした形で各行政分野のシステムの標準を設定

 制度に関わる部分については、必要に応じて所管府省も関与

※１ 何らかの主体が一元的に標準システムを調達・配布する方式も考えられるが、
その場合、その分野のシステムは一社独占となることに留意

※２ 自治体クラウドは、引き続き推進

 標準に準拠したパッケージを作成

 システム更新時期に合わせて、
各自治体で標準準拠システムを導入

 カスタマイズは原則として行わない。

 各行政分野において、
複数のベンダが全国的なサービスとしてシステムのアプリケーションを提供

※ 製品価格を安価に保つため、複数社による競争環境を確保

→ 住民・企業の利便性向上、自治体の負担の最小化

自治体

現
状

今
後
の
取
組

実
現
す
べ
き
姿

ベンダ
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平成31年3月5日 第9回研究会
事務局提出資料（加工）
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○ 石田大臣の下に「地域力強化戦略本部」を立ち上げ、総務大臣メール「Society5.0時代の地方」を創刊。
○ 「Society5.0時代の地方」をキーワードとして、具体的なＩＣＴの実装例や導入支援策を各自治体の首長とメー
ルで共有し、地方からも優良事例や必要な施策を提案いただくなど、双方向かつ持続的なやりとりを開始。

○ これまで２０１９年１月２５日に第１号、２月２８日に第２号を発出。

総務大臣メール「Society5.0時代の地方」（ＡＩ・ＲＰＡ等のＩＣＴの先進事例の周知）

○介護（ケアプラン）での活用

○保育所入所事務での活用

○市民課、介護保険課の業務での
活用
○税務課の業務での活用
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地方自治体におけるAI・ロボティクスの活用事例

☆AIを活用した問い合わせへの自動応答サービス（福島県会津若松市）
○AIを活用した住民サービスの充実（岡山県和気町）
○「港区AI元年」におけるICT導入事例（多言語AIチャットサービス、港区ホームページAI翻訳システム）（東京都港区）１
☆自治体翻訳システムによる自治体窓口業務の効率化（神奈川県綾瀬市）
☆AIを活用した観光案内による業務の効率化（福井県永平寺町）
○AIによる道路管理 （千葉県千葉市）
○AIによる道路管理の省力化（北海道室蘭市）
○農業ビックデータのAI解析による農作業の高精度化（北海道岩見沢市）
○GCFを活用したスマート農業推進による一次産業活性化事業（佐賀県みやき町）
○AIによる特定健診受診勧奨モデル事業（沖縄県那覇市）
☆AIを活用した自立支援促進（愛知県豊橋市）
☆AIによる保育所利用調整業務の省力化（埼玉県さいたま市）
○AI自動応答サービスによる業務効率化（長崎県大村市）
○AIによる自治体職員の業務支援（大阪府大阪市）
○音声書き起こしソフトによる会議録作成支援（愛知県東郷町）
○AIで職員のパソコン操作ログを分析（兵庫県宝塚市）
☆「港区AI元年」におけるICT導入事例（AIによる議事録作成支援、保育所AIマッチングシステム）（東京都港区）２
○AIによる国民健康保険レセプト内容点検業務支援（福岡県糸島市）

☆RPAによる業務プロセスの自動化（茨城県つくば市）
☆OCR-RPAによるシステム入力業務の省力化（愛知県一宮市）
○RPAによる自治体業務の省力化（熊本県宇城市）
○｢港区AI元年｣におけるICT導入事例（RPA、AI-OCR）（東京都港区）３
○RPA・AI OCRによる窓口業務改革（和歌山県橋本市）
○RPA導入による業務の効率化（石川県加賀市）
○自治体業務へのＲＰＡ導入スキームの構築（新潟県長岡市）
○RPAによる農地情報の自動入力（福岡県宗像市）

○ 第９回地方自治体における業務プロセス・システムの標準化及びＡＩ・ロボティクスの活用に関する研究会
（平成31年3月5日）で公表した参考資料における地方自治体におけるAI・ロボティクスの活用事例の一覧。

※☆印については、総務大臣メールにも掲載している活用事例。



団体規模別標準モデルの構築

○ 自治体の基幹的な業務（住基・税・福祉など）について、
人口規模ごとに複数団体でグループを組み、グループ内で
団体間比較を実施。
⇒ 人口規模ごとに業務の標準化の検討を実施

【BPRの方法】
業務体系の整理・見える化、比較調査・分析の実施、
類似団体との意見交換。

○ 人口規模ごとに実践モデルを形成。そのうち、
AI・ロボティクス等を導入可能な業務プロセスを
検証・把握。

○ AI・ロボティクス等を導入した業務フローを定式化。
・業務に最大限AI・ロボティクス等を導入することで、
できる限り業務の自動化を進める。

○ 導入による効果を検証。

○ 今後の労働力の供給制約の中、地方自治体が住民生活に不可欠な行政サービスを提供し続けるために
は、職員が、企画立案業務や住民への直接的なサービス提供など職員でなければできない業務に注力でき
るような環境を作る必要がある。

○ AI・ロボティクスが処理できる事務作業はAI・ロボティクスによって自動処理するスマート自治体への転換を
図るため、自治体行政の様々な分野で、複数団体による団体間比較を行いつつ、AI・ロボティクス等を活用し
た標準的かつ効率的な業務プロセスを構築するプロジェクトを創設。

自治体行政スマートプロジェクト

【目標・成果イメージ】

【H31予算（案）：１．４億円（新規）】
※ＢＰＲ（Business Process Reengineering：業務プロセスの再構築）による業務プロセスの検討に要する費用
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○ 自治体行政スマートプロジェクト事業に係る応募意向調査を事前に実施。（調査期間：１月３１日～２月１４日）
○ ３０自治体から応募意向があり、希望業務は上位から、住民情報、税務、内部管理、福祉（介護保険等）。
○ 現在、所管課、所管府省と対象業務について協議中。

平成３１年度自治体行政スマートプロジェクト事業に係る応募意向調査

※ 一部の自治体からは複数の対象業務の回答あり。

※ グループがある程度固まっている場合は、そのグループの幹事団体
が回答（１団体としてカウント）。

合計 ３０自治体

対象業務 住民情報 税務 内部管理 福祉 国民健康保険 国民年金 その他

自治体数 18 18 15 12 12 10 8



２．課題への具体的な対応等
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○ ＡＩ・ＲＰＡ等の全国展開のためには、業務プロセスの標準化とシステムの標準化、更に
は自治体におけるＩＣＴ人材の活用・育成が有効

○ 業務プロセスの標準化については、自治体行政スマートプロジェクト（※１）において、人
口規模ごとに複数自治体による検討グループを組み、そのグループ内で、業務プロセスの団
体間比較を実施することで、先行事例を活用しつつ（※２）、業務プロセスの標準モデルを構
築することとしている。
※１ 同事業は、以下の２つの目的の標準化を目的としている。
① より効果的な事務処理を行うために同種の団体の中で最も良い業務プロセスに標準化（参考：町田市等の自治体間ベンチマーキング）
② ＡＩやロボティクス等のＩＣＴの共同導入のために必要な範囲で業務プロセスを標準化

※２ 自治体の本事業への応募に当たっては、先行事例（例：町田市等の参画する自治体間ベンチマーキング等の成果や業務改革モデルプロジェクト
の成果（※３））を必ず参照した上でモデル事業の内容を提案してもらうこととする。

※３ 業務改革モデルプロジェクトの効果等について、実績ベースで把握できたものは３月に公表予定

○ 一方で、同事業で標準化することとしている業務プロセスは、システムと関わる業務プロ
セスより粗い（※４）ため、システムの標準化については、別途、その方策を「地方自治体に
おける業務プロセス・システムの標準化及びＡＩ・ロボティクスの活用に関する研究会」で
御議論いただいている（※５）ところであり、この春に取りまとめ予定
※４ 例えば、自治体間ベンチマーキングを受けた町田市における業務改善内容（例：紙媒体で提出された給与支払報告書を電子化する業務委託／固

定資産税業務における航空写真等による現況確認／土地評価システムを導入）は、システムと関わる業務プロセス（例：この画面のここをクリックする／
こういう場合にエラーチェックを行う）と比べて粗い。

※５ 同研究会では「自治体・ベンダを含む関係者がコミットした形で各行政分野のシステムの標準を設定」、「大部分のカスタマイズを抑制できる程度の
実効的な標準とするため、単に複数のシステムの共通点を抜き出した最大公約数的なものでなく、実際に市区町村で使われているシステム等を参考
に標準を設定することが考えられる」といった議論がなされており、実際の自治体の調達仕様書をたたき台にシステムの標準を設定することが考えられ
る。（なお、町田市等の参画する自治体間ベンチマーキングでは、システムの標準化までは行っていない。）



２．課題への具体的な対応等（続）
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○ また、ＩＣＴ人材の活用・育成の方策についても、同研究会において、御議論いただいて
いるところ。来年度からの事業については、RPA導入補助に関し持続的に事業を行うよう庁
内の人材育成体制の整備を求めているほか、高度ICT人材を自治体内で育成することを目的と
した総務省自治体CIO育成研修等（※６）の充実や、外部からの支援として総務省地域情報化ア
ドバイザー（※７）の拡充を図る予定としている。

※６ 自治体CIO育成研修とは、総務省及び一般財団法人全国地域情報化推進協会（APPLIC）の共催により、地方公共団体における情報システムの適切か
つ安全な管理、業務の効率化、効果的な地域情報化の展開などに資することを目的として、地方公共団体職員向けに行う研修（自治大学校にて夏5日間、
秋5日間）。また、各総合通信局等の管内においても自治体CIO育成地域研修（年１回程度２日間）を実施。
来年度は、実用的なICTスキルが身につく研修となるよう、AIやRPAを実践的に学習できる教材・講義を追加するなど内容を見直すとともに、フォローアッ

プとして、地域でセミナーやワークショップ等を開催するなど、最新の情報を提供することにより、研修生のスキルアップを図る予定。

※７ 地域情報化アドバイザーとは、地域が抱える様々な課題を解決するため、ICTを利活用した取組を検討する地方公共団体等からの求めに応じて、ICT利
活用に関する助言等を行うため、総務省が委嘱するICTの専門官。来年度は、自治体からの求めに応じた多彩な対応が可能となるよう、AI・RPAの専門家
や地方人材を新規委嘱する等、地域情報化アドバイザーの質的・量的・地域的な拡大を図る予定。

○ 今後とも、各府省と連携しつつ、ＡＩ・ＲＰＡ等の全国展開に向けて取り組んでまいりた
い。
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